No.２
令和５年２月７日
共産党
軍拡につながる防衛費予算の増額を見直すことを求める
意見書（案）
令和４年１２月２３日に閣議決定した令和５年度政府予算案では、防衛費は防衛力強化資金への繰り入れ（３兆３，８０６億円）も含めて、１０兆１，６８６億円となっている。財務省も防衛関係費は前年度比８９％増と説明し、歳出総額の９％が防衛費という異常な軍拡予算である。

　そもそも防衛力強化資金は、令和５年度防衛費６兆８，２１９億円とは別建ての予算で、令和６年度以降に使う防衛費の先取りとなっている。そのために外国為替特別会計からの繰り入れ、政府が保有する不動産の売却のほか、国立病院の積立金やコロナ対策金の一部を流用するとしている。また、自衛隊の艦船建造、施設建設には、４，３４３億円の建設国債を充てるとし、これまで「軍事費の財源に公債を発行することはしない」とした政府見解とは異にしている。

　一方、社会保障費は高齢化で増える自然増の伸びを１，５００億円圧縮している。中小企業対策費も令和４年度当初予算より９億円の減、１，７０４億円に留まり、トマホーク巡航ミサイル購入費２，１１３億円すら下回っている。

国民の暮らしをかえりみない防衛予算増大は、まさに再びあの侵略戦争へ導くものである。戦費調達のために国債を大量に発行し、際限のない軍拡へと突き進んだ歴史を繰り返してはならない。

　よって、板橋区議会は、政府に対し、軍拡につながる防衛費の増額予算を見直すよう強く求める。
以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。
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